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田中康夫の

17

「
基
礎
自
治
体
」
と
呼
ば
れ
る
市
町
村

は
現
在
、
７
８
７
市
・
７
４
８
町
・
１

８
４
村
の
計
１
７
１
９
。
僕
が
長
野
県

知
事
に
就
任
し
た
平
成
12
年
段
階
の
６

７
１
市
・
１
９
９
１
町
・
５
６
７
村
、

す
る
地
方
交
付
税
大
幅
削
減
の
ム
チ
を

振
り
か
ざ
し
た
「
成
果
」
で
す
。

　

因
み
に
合
併
特
例
債
は
「
旧
市
町
村

間
相
互
の
道
路
、
橋
梁
等
の
整
備
」

「
住
民
が
集
う
運
動
公
園
等
の
整
備
」

「
合
併
後
の
市
町
村
の
均
衡
あ
る
発
展

に
資
す
る
た
め
に
行
う
公
共
的
施
設
の

整
備
」
が
対
象
事
業
。
介
護
や
保
育
の

充
実
に
象
徴
さ
れ
る
脱
ハ
コ
モ
ノ
発
想

の
施
策
に
は
〝
流
用
〞
不
可
で
し
た
。

　

斯
く
な
る
ア
メ
と
ム
チ
は
、
起
債
償

還
時
に
巨
額
の
後
年
度
負
担
を
も
た
ら

し
、
全
国
津
々
浦
々
の
集
落
や
街
並
み

を
疲
弊
さ
せ
る
の
み
。
徒
い
た
ず
らに
合
併
せ

ず
と
も
一
部
事
務
組
合
の
機
能
拡
充
で

十
分
対
応
可
能
と
全
国
知
事
会
で
反
対

し
た
の
は
、「
原
発
政
策
」
に
懐
疑
的

と
見
做
さ
れ
て
「
冤
罪
」
に
程
な
く
巻

き
込
ま
れ
た
福
島
県
の
佐
藤
栄
佐
久
知

事
と
不
肖
ヤ
ッ
シ
ー
だ
け
で
し
た
。

　

日
本
の
約
半
分
、
人
口
６
５
０
０
万

人
の
フ
ラ
ン
ス
に
は
自
治
体
＝
コ
ミ
ュ

ー
ン
が
３
万
６
５
０
０
余
も
存
在
し
ま

す
。
パ
リ
に
次
い
で
第
２
位
で
世
田
谷

区
と
同
規
模
な
人
口
83
万
人
の
マ
ル
セ

イ
ユ
も
、
チ
ー
ズ
で
名
高
い
人
口
２
０

０
人
の
カ
マ
ン
ベ
ー
ル
も
同
格
。
ア
メ

リ
カ
と
て
、
住
民
の
手
で
設
立
さ
れ
州

憲
法
に
定
め
る
手
続
き
を
経
て
承
認
さ

れ
た
自
治
体
が
８
万
４
０
０
０
余
も
存

在
。
規
模
拡
大
へ
盲
進
し
、
今
や
骨こ
つ

粗そ

鬆し
ょ
う

症し
ょ
う

状
態
な
日
本
の
〝
羊
頭
狗
肉
〞

な
地
域
主
権
と
は
大
違
い
で
す
。

「
若
者
が
地
方
か
ら
東
京
圏
に
一
極
集

中
す
る
人
口
移
動
が
続
け
ば
２
０
４
０

年
に
は
５
２
３
も
の
市
町
村
が
消
滅
」

と
旧
建
設
官
僚
で
元
岩
手
県
知
事
の
増

田
寛
也
氏
が
主
宰
す
る
「
日
本
創
生
会

議
」
が
、「
極
点
社
会
」
の
危
機
を
喧

伝
し
て
い
ま
す
。

　

問
題
は
そ
の
〝
認
識
〞
の
先
で
す
。

「
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
」
を
地
方
都
市

に
出
現
さ
せ
て
人
口
流
出
を
防
ぐ
と
の

言
説
は
、〝
平
成
の
大
合
併
〞
の
失
敗

か
ら
何
も
学
ば
ぬ
悲
喜
劇
。
件く
だ
んの
「
ス

ト
ッ
プ
少
子
化
・
地
方
元
気
戦
略
」
に
、

豈あ
に

図は
か

ら
ん
や
中
央
集
権
の
司
令
塔
た

る
霞
が
関
の
各
省
庁
が
賛
同
す
る
の
も
、

「
地
域
拠
点
都
市
」
へ
の
集
中
投
資
と

い
う
平
成
の
「
列
島
改
造
」
ハ
コ
モ
ノ

行
政
と
〝
共
振
〞
し
て
い
る
か
ら
で
す
。

　

現
在
１
・
４
の
合
計
特
殊
出
生
率
を
、

２
０
２
５
年
に
欧
州
平
均
１
・
６
よ
り

高
い
１
・
８
に
、
２
０
３
５
年
に
は

２
・
０
と
欧
州
ト
ッ
プ
の
フ
ラ
ン
ス
よ

り
高
い
２
・
１
に
、
と
無
謀
な
る
到
達

目
標
を
掲
げ
ま
す
。
当
連
載
13
回
目
で

慨
歎
し
た
、「
年
間
20
万
人
の
移
民
受

け
入
れ
で
１
０
０
年
後
も
人
口
１
億
人

台
維
持
」
を
掲
げ
る
政
府
の
経
済
財
政

諮
問
会
議
と
も
〝
連
動
〞。
即
ち
１
０

０
年
後
に
は
人
口
の
半
数
以
上
が
「
日

本
人
」
な
ら
ぬ
「
渡
来
人
」。
欧
米
同

様
、
首
相
も
首
長
も
例
外
に
非
ず
。

「
国
柄
」
を
尊
び
「
日
本
を
、
取
り
戻

す
。」
面
々
が
、「
日
本
列
島
は
日
本
人

だ
け
の
も
の
で
は
な
い
」
と
鳩
山
由
紀

夫
氏
が
呟
い
て
指
弾
さ
れ
た
「
日
本
を
、

取
り
壊
す
。」
施
策
に
猪
突
猛
進
の
奇

っ
怪
ジ
ャ
パ
ン
。〝
量
の
維
持
か
ら
質

の
充
実
〞
へ
と
発
想
転
換
を
図
り
、
フ

ラ
ン
ス
や
イ
タ
リ
ア
と
同
規
模
の
人
口

６
０
０
０
万
人
台
で
持
続
可
能
な
日
本

を
目
指
す
施
策
で
あ
る
べ
き
。

「
地
方
企
業
の
法
人
税
率
を
東
京
よ
り

優
遇
し
、
企
業
の
地
方
移
転
を
促
す
」

と
の
自
民
党
が
纏
め
た
人
口
減
少
対
策

案
も
隔
靴
掻
痒
。
本
社
登
記
地
で
法
人

税
を
全
額
納
付
す
る
現
行
税
制
を
改
め

ね
ば
、
各
地
の
自
治
体
が
工
場
誘
致
を

実
現
し
て
も
、
微
々
た
る
固
定
資
産
税

と
多
少
の
雇
用
が
見
込
め
る
だ
け
。
で

あ
れ
ば
こ
そ
連
載
６
回
目
で
提
唱
し
た
、

各
事
業
所
で
の
事
業
規
模
や
活
動
量
を

基
準
に
所
在
地
毎
に
課
税
す
る
外
形
標

準
課
税
の
全
面
導
入
こ
そ
、
真
の
地
方

へ
の
分
散
・
分
権
な
の
で
す
。

　

と
ま
れ
嗚
呼
、
富
国
裕
民
の
石
橋
湛

山
も
後
藤
新
平
も
田
中
正
造
も
存
在
せ

ぬ
ニ
ッ
ポ
ン
は
何
処
へ
。

計
３
２
２
９
か
ら
激
減
し
て
い
ま
す
。

11
県
に
は
村
が
存
在
せ
ず
。
そ
れ
が

〝
平
成
の
大
合
併
〞
な
る
御
旗
の
下
に
、

合
併
特
例
債
と
称
す
る
ハ
コ
モ
ノ
行
政

推
進
の
ア
メ
と
、
三
位
一
体
改
革
と
称 「基礎自治体」

★
次
号
10
月
号
の
発
行
日
は
９
月
26
日
（
第
４
金
曜
日
）
で
す
。


